（別記様式１）
不動産情報の整備・活用に関する研究公募事業申請書
平成２１年　　月　　日

	所属研究機関･部局･役職
	

	研究代表者氏名
	印

	生年月日
	　　年　　月　　日（満　　歳）

	研究分野
	


次のとおり研究を実施したいので、不動産情報の整備・活用に関する研究公募事業の適用を申請いたします。
なお、交付された助成金は、補助条件に従い適正に使用します。
	研究課題名
	

	希望助成額
	円
	

	連絡先
	住所　〒



	
	電話
	
	fax
	
	e-mail
	

	研究組織
	氏名
	所属機関･部局･職
	役割分担（具体的に記入すること）

	研究代表者
	
	
	

	研究分担者
	
	
	

	研究業績

研究代表者・研究分担者について、これまでに発表した論文、著書、招待講演などのうち、応募した研究テーマに関連のある主要な業績を厳選し、現在から順に発表年次を過去にさかのぼり、通し番号を付して記入してください。なお複数の研究者による業績の場合、研究代表者・研究分担者に下線を引いてください。
（例えば発表論文の場合、論文名、著者名、掲載誌名、査読の有無、巻、最初と最後の頁、発表年（西暦）について記入してください。）

	

	学歴・職歴

研究代表者について、これまでの学歴（大卒以上）・職歴を過去から順に記入してください。

	期間
	学歴・職歴

	
	


（注）・連絡先には確実に連絡が取れる連絡先を記入すること

・欄が不足する場合には、必要に応じて用紙を追加してもよい。

・研究分野については、科学技術振興機構の細目表（http://jrecin.jst.go.jp/seek/fields.html）などを参考に、研究代表者の研究分野を最もよく示すものを記入してください（複数可）
（別記様式２）
研究計画書

	研究課題
	

	所属代表者名・所属機関
	

	研究目的

本欄には本研究の具体的な目的について適宜文献を引用しつつ記述してください。

特に次の点については、焦点を絞り、具体的かつ明確に記述してください。

①研究の背景（わが国の不動産情報の整備・活用に関する課題や関連する国内・国外の研究動向等を踏まえ、本研究の目的を記述）
②研究期間内に何をどこまで明らかにしようとするのか
③本研究が不動産情報の整備・活用に与える知見および当該分野における本研究の特色・独創的な点

④行政機関・自治体・企業等の職員が参加する研究会を組成する際には、その新規性や行政・自治体・企業・学会等との関係についてもあわせて記述してください。

	

	研究計画・方法
本欄には、研究目的を達成するための具体的な研究計画・方法について、適宜文献を引用しつつ、具体的かつ明確に記述してください。また、研究目的を達成するために使用する不動産情報について、具体的に記述してください。研究計画を遂行するための研究体制（研究分担を行なう場合は各分担者の役割）や、研究が当初計画どおりに進まない時の対応など、多方面からの検討状況についてもあわせて述べてください。

	

	研究経費の妥当性・必要性

本欄には、「研究計画・方法」欄を踏まえ、「研究費用内訳書」の研究経費の妥当性・必要性について記述してください。

	


（注）研究計画書は、合計３枚程度で作成すること。

（別記様式３）
研究費用予定内訳書
	研究課題
	

	所属代表者名・所属機関
	

	物品・資料費の明細
	人件費（含謝金）の明細

	品名（単価×数量）
	金額
	事項
	金額

	
	
	
	

	小計
	
	小計
	

	旅費の明細
	その他（消耗品・印刷・通信費など）の明細

	事項
	金額
	事項
	金額

	
	
	
	

	小計
	
	小計
	

	計
	


（注）・実態に即して作成すること。

　　 ・必要に応じて、用紙を追加してもかまわない。

　　 ・東京で開催する最終報告会に出席するための旅費が必要な場合、あわせて記入すること







